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要旨： 

 現代の生徒指導および教育相談における諸課題は多様化・複雑化しており、個別の

課題ごとに予防的プログラムを実施することは教員にとって大きな負担となる。本稿

では、教員の負担軽減と介入効果の両立を図るため、不登校、発達障害、自殺など複

数の課題に関連する共通の背景要因に働きかける「課題横断的指導」として睡眠問題

に焦点を当てることの意義について概観した。具体的には、すべての児童生徒を対象

とした支援として従来の睡眠衛生に関する心理教育を実施することに加えて、課題の

予兆が見られたり問題行動のリスクが高まったりしている気になる一部の児童生徒を

対象に認知行動療法に基づくプログラムを提供していく多層的な支援を提案した。最

後に、学校現場でより効果的な支援を展開するための展望として、教員のスキル向

上、保護者との連携、1 人 1 台端末の活用、エビデンスの蓄積について考察した。 
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１．はじめに 

 現在のわが国の教育現場では生徒指導および教育相談上の課題が山積している。全

国の小学校、中学校、高等学校におけるいじめの認知件数は 70 万件に達し，不登校

児童生徒数も 40 万件を超えるなど、いずれも過去最高値を更新し続けているという

現状がある 1)。さらに、発達障害（神経発達症）特性を有する児童生徒数も著しい増

加傾向にあり 2)、今日では通常学級においても、個別の合理的配慮や特別な支援を必

要とする児童生徒が在籍していることは珍しくない。こうした多様なニーズを持つ児

童生徒が一定数存在することを前提とした学級経営や教育活動の展開が、現代の教師

には強く求められている。このような状況を背景に、生徒指導の基本的な指針である

「生徒指導提要」が 2022 年に改訂されている 3)。この改定における最大の転換点

は、従来の「問題行動が発生した後の課題解決的な指導」に留まらず、すべての児童

生徒を対象とした未然防止や自己実現を促す「予防的で積極的な指導」の重要性が示

された点にある。 

 しかしながら、いじめや不登校、自殺といった特定の課題ごとに特化した予防プロ

グラムの導入が進められているものの、現代の生徒指導および教育相談上の課題は相

互に複雑に絡み合っており、それら一つひとつに対して個別のプログラムを遂行する

ことは、現場の教員にとって物理的・精神的に多大な負担となることが懸念される。

わが国の教員の過剰労働はすでに深刻な社会問題として取りざたされており 4)、経済

協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development）による

「国際教員指導環境調査（Teaching and Learning International Survey）」において

も、日本の教員の勤務時間は調査参加国・地域の中で最長となっている 5)。こうした

状況下で、教員のウェルビーイングを確保しつつ、山積する諸課題に対して実効性の

ある予防的指導を実現するためには、従来の課題別のアプローチからの脱却が必要で

ある。そこで、臨床心理学領域で近年注目を集めている診断横断的アプローチ

（transdiagnostic approach）6)のような複数の課題に関連する共通の背景要因に働き

かけ効果の波及を目指す「課題横断的指導」を検討することが有効だと考える。 

 本稿では、こうした複数の課題に共通する背景要因として、児童生徒の「睡眠問

題」に着目する。わが国は国際的な比較においても、極端に夜型化が進んでいる国の

一つであり、その影響は子どもたちにまで及んでいることが指摘されている 7)。睡眠

は単なる休息の場ではなく、心身の発達と維持において不可欠な生理的基盤である。

睡眠問題は、成長ホルモンの分泌不全による身体発育への悪影響や疲労回復の遅滞の

みならず、免疫機能の低下や肥満リスクの上昇を招くことが示されている 7), 8)。加え

て、心理・行動面への影響はさらに甚大であり、睡眠問題は不安、抑うつのリスク

や、前頭葉機能に関わる感情コントロールの困難さや衝動性を増大させ、学業成績の

不振などの学校適応感の低下にもつながる 7), 9)。このように、児童生徒が適応的な学
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校生活を送り、健全な発達を遂げる上で、睡眠はあらゆる活動の土台となる。したが

って、睡眠問題を対象とした支援介入は、心理的・行動的・身体的な広範囲にわたる

望ましいアウトカムを同時にもたらす潜在力の高い介入手段となる可能性が指摘され

ている 10)。しかし、教育の文脈、特に生徒指導や教育相談の予防的枠組みにおいて、

睡眠に焦点を当てる意義が十分に検討されてきたとは言い難い。そこで、本稿ではま

ず、わが国の児童生徒における睡眠問題の現状と特徴を整理した上で、睡眠問題が生

徒指導および教育相談上の諸課題（不登校、発達障害、自殺）といかに密接に関連し

ているかを先行研究に基づいて概観する。その上で、学校現場において児童生徒の睡

眠を改善・支援するための具体的なプログラムの在り方や、導入に向けた課題につい

て論考することを目的とする。 

 

２．わが国の児童生徒における睡眠問題の特徴                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 一般的に睡眠問題といえば不眠症状が想起されがちであるが、児童生徒における睡

眠問題は多岐にわたる。わが国の児童生徒における睡眠問題の主たる特徴は、夜間の

不眠症状よりもむしろ「日中の過度な眠気」にあると指摘されている 11)。文部科学省

の調査 12)によれば、「学校がある日の午前中、授業中にもかかわらず眠くて仕方がな

いことがある」と回答した割合は、小学生で 10.5%、中学生で 20.3%、高校生では

36.6%に達しており、学年進行に伴ってその割合が増加する傾向が示されている。ま

た、日本語版エプワース眠気尺度を用いた客観性の高い調査においても、中学生の

25.8%が日中に強い眠気を呈していることが示されている 13)。こうした日中の眠気を

引き起こす主要な背景要因として、「睡眠負債」および「社会的時差ぼけ（Social 

Jetlag：SJL）」の 2 点が重要視されている 11)。これらは単なる一過性の問題に留まら

ず、放置されることで後の不眠症など、より深刻かつ長期的な睡眠問題のリスク因子

となり得ることが懸念される 14)。 

 第 1 の要因である「睡眠負債」とは、「個人が毎日必要とする睡眠時間に対して不

足分が累積した状態」と定義されており 15)、睡眠不足が継続した状態だといえる。わ

が国においては、小学生の 39.3％、中学生の 44.6％、高校生の 52.8％が 1 時間以上

の睡眠負債を抱えていると推定されている 11)。この負債が生じる背景には、児童生徒

の睡眠習慣における「就寝時刻の後退」と「総睡眠時間の短縮」という 2 つの問題が

存在する。児童生徒における入眠時刻の後退は世界共通に見られる現象ではあるが、

アジア諸国の子どもは欧米諸国に比して睡眠時間が短いことが知られており 16)、わが

国の児童生徒においてはその傾向がより顕著だとされている 17)。わが国の児童生徒の

平日の平均睡眠時間は小学生では男子で 8.9 時間、女子では 8.8 時間であり 18)、中高

生では中学生 1 年男子の 7.9 時間が最も長く、高校 3 年女子に至っては 6.6 時間と極

めて短い傾向にある 19)。米国睡眠医学会（American Academy of Sleep Medicine）が
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推奨する小学生の 9-12 時間、中高生の 8-10 時間という基準 20)に照らせば、わが国の

児童生徒の多くが推奨睡眠時間を満たせておらず、こうした日々の睡眠時間の不足が

蓄積されて睡眠負債となっていると考えられる。 

第 2 の要因である SJL は、こうした睡眠負債の解消を目的として休日の朝に遅い時

間まで寝床で過ごす「寝だめ」によって引き起こされる。平日と休日で起床時刻が 2

時間以上乖離することが「よくある」児童生徒は、小学生で 14.3%、中学生で

24.4%、高校生では 31.4%に上り、「ときどきある」と回答した者と合わせると小学

生では 42.5%、中学生では 57.0%、高校生では 64.8%となっており 12)、中高生の過半

数に上る。この平日と休日の睡眠時間帯のずれを SJL と呼び 21)、SJL が 1 時間ないし

2 時間以上におよぶと、急激な海外渡航に伴う通常の時差ぼけ（Jetlag disorder）と類

似の心身の不調が生じることが指摘されている 21)。SJL が児童生徒において特に大き

な課題となることもまた世界共通の傾向である 22)。わが国の調査においても 1 時間以

上の SJL を抱える割合は 51.9%、2 時間以上の場合は 12.3%だと報告されている 23)。

このように、平日の睡眠不足を休日で補おうとする試みが、結果として平日のさらな

る眠気をもたらすという悪循環を形成している。 

 

３．児童生徒の睡眠問題と生徒指導および教育相談上の課題の関連 

 本節では、睡眠問題がいかに生徒指導および教育相談上の諸課題の発生・維持に寄与し

ているかを検討する。改定された「生徒指導提要」3)では、個別の課題として「いじめ」

「暴力行為」「少年非行」「児童虐待」「自殺」「中途退学」「不登校」「インターネット・携

帯電話に関わる問題」「性に関する課題」「多様な背景を持つ児童生徒」が挙げられてい

る。本稿ではその中でも、長年わが国の教育現場において最重要課題となっている「不登

校」、および「多様な背景を持つ児童生徒」の代表例である「発達障害」、そして近年急激

な増加傾向にあり社会問題となっている「自殺」の 3 点に焦点を当て、睡眠問題との関連

を概観する。 

３－１．不登校 

 不登校児童生徒数は、右肩上がりの増加を続けている 1)。不登校は、本人の心理的特

性、家庭環境、学校での対人関係といった多様な要因が複雑に絡み合って生じる現象であ

るが、睡眠問題との関連は極めて深い。文部科学省の調査 1)によれば、不登校児童生徒に

ついて把握した事実として「生活リズムの不調に関する相談」があったケースは、小学校

で 26.2%、中学校でも 24.3%、高校においても全日制で 25.8、定時制で 27.7%といずれ

の校種においても高い割合を示している。また、日本財団による調査 24)では、1 年間で合

計 30 日以上学校を休んだ中学生が学校に行けない理由として「朝、起きられない」が

59.5%と第 1 位に挙がっている。さらに、不登校を主訴として医療機関を受診した児童生

徒の 60%に睡眠障害が併存していたとの報告もある 25)。 
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睡眠問題が先であるか、不登校が先であるかはいずれの可能性も考えられるが、それぞ

れが相互に作用し、少なくとも睡眠問題が不登校を長引かせる要因となっているのは確か

である 26)。このように両者は強固に関連しているため、睡眠に関連した不登校に関して

は、睡眠習慣の改善が不登校の未然防止や解消に寄与する可能性が高いと考えられている

27)。実際に、学校ベースでの睡眠に関する教育が不登校の予防効果をもたらしたとの報告

もある 28)。 

３－２．発達障害 

定型発達の児童生徒と比較し、発達障害（神経発達症）特性を有する児童生徒は、睡眠

問題を抱えるリスクが極めて高い。先行研究によれば、自閉スペクトラム症（Autism 

Spectrum Disorder：ASD）で 30～70％程度、注意欠如・多動症（Attention 

Deficit/Hyperactivity Disorder：ADHD）で 25～50％程度に睡眠問題が併存するとされ

ている 29)。そして、睡眠問題が併存する場合、そうでない場合と比較して、イライラや

不注意、衝動性の問題がより顕著に出現しやすいことが指摘されている 29)。特に ASD に

おいては、睡眠問題が ASD の中核症状 30)や不適応行動 31)の重症度をさらに高めることが

示唆されており、支援ニーズの高い困難事例ほど、背景に深刻な睡眠問題が潜んでいる可

能性を考慮する必要がある。 

さらに、睡眠問題に起因する日中の機能低下は、二次的な生徒指導上の問題、例えばい

じめの発生とつながっている可能性もある。ADHD 特性を有する児童生徒は、多動・衝

動性や自己コントロールの困難さから、いじめの加害・被害双方において高いリスクにさ

らされている 32)~ 34)。一方で、ASD 特性を有する児童生徒は、中核症状（社会的コミュ

ニケーションの特異性やこだわりの強さなどの周囲とずれた発言や言動）に対する周囲の

児童生徒によるからかいや、いきすぎた注意などのいじめ行動につながる可能性が指摘さ

れている 33), 35), 36)。以上のように、睡眠問題は発達障害特性に併存する典型的な問題であ

るとともに、睡眠問題が併存することで日中の困難も一層高まり、結果としていじめの発

生や深刻化を招く媒介要因の 1 つとなっている可能性が考えられる。 

３－３．自殺 

 わが国の児童生徒の自殺死亡率は上昇傾向にあり、少子化の中で自殺者数が過去最多を

更新し続けている極めて深刻な状況にある 37)。国際比較においても、G7 諸国の中で 10

代の死因第 1 位が自殺であるのはわが国のみであり 38)、喫緊の対策が求められている。

睡眠問題は、自殺念慮や自殺企図といった自殺関連行動と密接に関連している。例えば、

不眠や過眠は自殺念慮のリスクを高め 39)、悪夢や慢性的な睡眠不足は自殺企図のリスク

を増大させることが明らかにされている 40)。心理学的剖検研究においても、自殺完遂者

の多くが睡眠問題に直面していたことが示されている 41)。 

 睡眠と自殺を結びつける重要な媒介要因として「抑うつ」が挙げられるが、睡眠問題が

将来の抑うつを予測する一方で、抑うつは必ずしもその後の睡眠問題を予測する因子には
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ならないという報告がなされている 42)。自殺は経済・生活問題、人間関係の問題、精神

保健など、さまざまな要因に加え、その人の性格傾向、家族の状況、死生観などが複雑に

関係しているおり 43)、何か特定の要因のみに帰属できる問題ではないものの、先行研究

の知見は、睡眠問題が抑うつなどのメンタルヘルスや自殺行動の先駆症状であることを示

唆しており、睡眠問題の予防へのアプローチはメンタルヘルスの悪化を防ぐだけでなく、

児童生徒の睡眠問題についてキャッチアップすることで自殺リスクの高い児童生徒を早期

に発見・支援するためのスクリーニング指標としても有効であると考えられる。 

 

４．児童生徒の睡眠問題に対する学校ベースでの介入 

 以上の議論で概観してきたように、睡眠問題が児童生徒に生じる生徒指導、教育相談上

の諸課題における共通の背景要因であるとすれば、予防および継続的な支援の観点から、

児童生徒の生活拠点である学校ベースでプログラムを展開することが極めて効果的である

と考えられる。 

 すでにわが国においても、児童生徒を対象とした睡眠問題に対するプログラムの実践と

効果検証が蓄積されつつある。現在展開されているプログラムの多くは、「睡眠衛生に関

する心理教育的アプローチ」である。その内容は、睡眠に関する正しい知識に関する講

義、睡眠習慣や生活習慣のアセスメント、および個々人が実践可能な目標の設定を行い、

自宅や学校で目標行動の実践を促すものであり、通常の授業時間内で行われる 17)。これ

らの取り組みは校種ごとにプログラムの作成や効果の検証がなされており、小学校 44)-

46)、中学校 47), 48)、高等学校 49)の各段階において睡眠に関する知識の獲得や睡眠習慣の改

善に一定の効果があることが報告されている。 

 一方で、欧米の先行研究からは、知識提供を中心とした心理教育のみでは、実際の睡眠

行動の変容や持続的な効果を得るには不十分であるとの指摘もなされている 50)。主に成

人の不眠症に対しては睡眠を妨げる不合理な信念の修正のための認知的介入法や、睡眠効

率を高めるための睡眠制限法などを体系的に行う手法である認知行動療法（Cognitive 

Behavioral Therapy for Insomnia：CBT-I）が薬物療法や睡眠衛生などよりも優先度の高

い治療の第一選択とすることが推奨されるようになっている 51)。これらを受け、より効

果の高い介入手段として CBT-I を学校現場に導入することの意義が注目されており、一

定の効果が確認されている 14)。 

 わが国の学校現場においても、従来の心理教育的なアプローチに加え、この CBT-I の

知見を統合することで、より重層的かつ効果的な支援体制を構築できる可能性がある。具

体的には、すべての児童生徒を対象とした Universal レベルの支援として心理教育を実施

し、その中で課題の予兆が見られたり、不適応行動のリスクが高まったりしている特定の

児童生徒を対象にとした Selective レベルな支援として学校ベースの CBT-I を提供してい

く多層的な支援モデルが考えられる。 
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５．課題と展望 

 最後に、児童生徒の睡眠問題に対して、学校ベースの効果的な支援を展開していくため

の今後の課題と展望を述べる。 

 第 1 に、教員の認知行動療法や心理教育に対する理解とスキルの向上が不可欠であ

る。認知行動療法や心理教育は、単発のプログラム実施で完結するものではない。学習し

たスキルが実生活の中で適切に機能し、維持・般化されるためには、日々の生活における

習慣化を支える環境調整が重要となる。そのため、「チーム学校」の理念に基づき、スク

ールカウンセラーや地域の専門家がプログラムの主導を担う場合であっても、学級担任等

の教員自身が認知行動療法や心理教育プログラムの理論的背景や理念を十分に理解し、日

常の教育活動の中で継続的な指導を続けていくことが求められる。さらに、現状のスクー

ルカウンセラーの配置状況 52)を鑑みれば、教員自身が介入プログラムを自律的に実施で

きる体制を構築することが、支援の持続可能性を高める上で望ましい。そのため、教育分

野における認知行動療法に関する継続的な研修機会の整備、専門家におけるスーパーバイ

ズの提供などが急務である 53)。 

第２に、保護者との緊密な連携である。CBT-I には、睡眠効率を高めるために意図的

に臥床時間を短縮する睡眠制限法など、専門的な知識がなければ直感に反するように見え

る技法が含まれる。また、睡眠問題に対する介入において、食事・入浴の時間といった生

活リズムの統制や、寝室の音・光環境の整備などは、児童生徒個人の努力のみで改善する

ことは困難である。したがって、学校内での指導に留まらず、保護者に対して丁寧な情報

提供を行い、介入の意義と手法への理解を得た上で、家庭と学校が足並みを揃えて支援に

取り組む機会を創出していく必要がある。 

第３に、GIGA スクール構想の下で整備された「1 人 1 台端末」によるデジタル健康観

察との連動である。効果的な CBT-I や心理教育の遂行には、自身の睡眠状況を記録する

睡眠日誌の活用が欠かせない。これをデジタル端末上での日々の健康観察と統合すること

で、児童生徒の睡眠習慣を把握することが可能となる。また、教員やスクールカウンセラ

ーにとっても、蓄積されたデータを活用することで、睡眠問題の改善状況の可視化や、リ

スクの高い児童生徒の早期スクリーニングをより精度高く行えるようになることが考えら

れる。 

第４に、睡眠問題に対する介入が生徒指導および教育相談上の諸課題に対して、実際に

予防、解決に効果的であるのか実証的に検証していく必要がある。本稿で概観した通り、

睡眠問題と多様な教育課題との関連は示唆されているが、介入による直接的な改善効果の

検証は、不登校 28)など一部の領域に限定されている。今後は、広範なアウトカムに対す

る「課題横断的」な有効性を、実際の介入研究を通して明らかにし、エビデンスに基づい

た支援を確立していくことが必要である。 
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